
一般乗合旅客自動車運送事業者に係る特例措置の創設（固定資産税・都市計画税）

地域公共交通の確保に取り組む乗合バス事業者が、カーボンニュートラル等への対応としてＥＶバスを導入するために充電設備
等の償却資産を取得した場合、当該充電設備等及びその用に供する土地（当該充電設備等による充電時に要する土地を含む。）
に係る固定資産税及び都市計画税を軽減する特例措置を創設する。

施策の背景

○ 乗合バス事業は輸送人員の減少による厳しい経営環境にある中でも、「地域公共交通の最後の砦」として生活に必要な交通

サービスを提供し続けることが期待される。

○ＥＶバスは、低騒音による静穏な車内環境、円滑な加速性能による揺れの低減及び高齢者等の車内事故の防止などの点に

おいて利便性・安全性の高いものであり、ＥＶバスの導入によって地域公共交通の活性化を実現することが期待される。

要望の結果

１．対象資産

ＥＶバスを導入するために充電設備等の償却資産を取得した場合、当該充電設備等

及びその用に供する土地（当該充電設備等による充電時に要する土地を含む。）

※ 地域公共交通計画で自治体が位置づけた路線のうち、EVバスが導入される

営業所において運行する路線を維持することが一般乗合旅客自動車運送

事業者が定める道路運送高度化実施計画で担保された場合に限る。

２．特例率

１／３ （最初の５年度分）

３．適用期限

令和５年４月１日～令和10年３月31日（５年間）

４．その他

地域公共交通活性化・再生法を改正し、「道路運送高度化

事業」に新たにＥＶバスを用いた事業を位置づける予定。
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